
２．事例１－帯広市（北海道） 

２．１．取組概要 

 

【帯広市の取組のポイント】 

「帯広市グリーン購入調達方針」に基づいて、組織的な運用を図るための啓発資料を作成した事

例です。対象物品及びその判断基準は、グリーン購入法の特定調達品目、判断基準としているが、

調達する物品、サービスが方針の判断基準を満たしているかどうか判断する上で、文章のみの資料

では難解なため、庁内職員のグリーン購入の理解を更に深めるために環境ラベルを用いた参考資料

を作成しました。また、将来的な電力の環境配慮契約方針の策定に向けて、方針策定に向けて検討

事項を整理した手順書を作成しました。 

■グリーン購入の啓発資料 

■電力の環境配慮契約方針の策定手順書 

 

 

＜グリーン購入の事例＞ 

 取組段階・内容  帯広市の取組は「グリーン購入の実施」に該当します。 

調
達
方
針
策
定 

  

 

実
施  

  

 

実
績
把
握
・ 

改
善
検
討 

  

 

  

「調達方針」を策定 

調達方針を策定 

調達品目を決定 

実施体制を構築 

調達の手法を具体化 

現状を把握 

グリーン購入を実施 

商品情報を収集 

グリーン購入に関

する意識を高める 

グリーン購入の実施段階を想定して、商品情報を収
集する際のグリーン購入啓発資料を作成します。 

取組実績を把握 

活動を見直す 
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２．２．グリーン購入の啓発資料の作成 

 

帯広市では、「帯広市グリーン購入調達方針」を平成 21年度に策定し、グリーン購入法の特定調達品

目とその判断基準をもとにグリーン購入を実践しています。 

グリーン購入の取り組みは、「帯広市エコオフィスプラン（地方公共団体実行計画（事務事業編））」に

位置付けており、今後、更にグリーン購入について取り組みを深めていくことを検討していました。 

そのため、各課の調達担当者のグリーン購入の理解が深まるよう、調達する物品、サービスが方針の

判断基準を満たしているかどうかを判断する上で、参考となる資料の作成について希望がありました。 

そこで、他団体の取り組み事例を参考に、グリーン購入の啓発資料の作成を検討しました。 

 

 

（１）取組の位置付け 

確認事項１ グリーン購入は業務においてどのような位置付けとなっているか。 

運用方法は文書化され、職員に認知されているかどうか。 

  

現状把握１ ・帯広市エコオフィスプラン（地方公共団体実行計画（事務事業編））」で、グリー

ン購入の推進を位置付けている。 

・平成 21 年度に「帯広市グリーン購入調達方針」を策定、これまでに 3 度改定を

行っている。 

・毎年度末に「帯広市エコオフィスプラン（地方公共団体実行計画（事務事業編））」

の執行状況について 各課にヒアリング調査を実施するため、そのタイミングに

て、帯広市グリーン購入調達方針とグリーン購入法基本方針を提示し、グリーン

購入の取り組みについて協力依頼を行っている。 

・庁内職員を対象としたグリーン購入の研修、説明等は実施していない。 

  

啓発資料作

成に向けた

対応１ 

 

・既に地方公共団体実行計画（事務事業編）、調達方針にてグリーン購入に取り組

むことが位置付けられている。 

・グリーン購入の取り組み依頼の際、地球温暖化防止や廃棄物削減、生物多様性の

保全等の環境保全につながることを明確に示し、啓発資料のなかに他の施策と関

連した取組であることを示すことを検討する。 

 

 

【取組の位置付けを把握する目的】  

グリーン購入への職員の理解を深めるため、グリーン購入の取組の意義や、既存計画との関連性やグ

リーン購入の位置付けなどを確認します。 
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（２）現在の調達品目・仕様 

確認事項２ グリーン購入の対象品目、判断基準は？また、調達時に参考資料は何を使用してい

るか。 

  

現状把握２ ・「帯広市グリーン購入調達方針」では、対象品目及び調達基準は、グリーン購入法

の特定調達品目、判断基準となっている。 

 このうち、対象品目は、公共工事及び役務の 2分野を除くものと設定している。 

・調達時の参考資料は、グリーン購入法の基本方針（環境省）、グリーン購入の調達

者の手引き（環境省）、通販カタログである。 

 

【対象分野】 

紙類、文具類、オフィス家具等、画像機器等、電子計算機等、オフィス機器等、 

移動電話等、家電製品、エアコンディショナー等、温水器等、照明、 

自動車等、消火器、制服・作業服等、インテリア・寝装寝具、作業手袋 ・作業手袋 、 

その他繊維製品、設備、災害備蓄用品、ごみ袋等 

 

【判断基準】 

グリーン購入法 

 

  

啓発資料作

成に向けた

対応２ 

 

・グリーン購入法の適合品の探し方となるため、グリーン購入法の基本方針等の資料

以外に、物品調達の進め方（フロー図）と、グリーン購入法の適合品の探し方を明

記する。 

・また、他の地方公共団体の調達方針等を参考に、特定調達品目別に環境ラベルで判

断基準を整理した資料について検討する。 

 

【現在の調達物品の環境配慮仕様を把握する目的】 

グリーン購入法の特定調達品目、判断基準をもとに各課の職員はどのように取り組めばよいか、何

を参照し、商品情報を収集すればよいか、確認します。 

 

（３）グリーン購入に関する各課からの問い合わせ 

確認事項３ グリーン購入における各課からの問い合わせ内容について 

  

現状把握３ ・直近３年間では、グリーン購入に関する問い合わせはなかった。 

  

啓発資料作

成に向けた

対応３ 

 

・庁内のグリーン購入の取り組みは一定程度、浸透している。現在、通販カタロ

グなどを参照し、物品購入を行っていることから、今後、調達担当者のグリーン

購入の理解を更に深めるために、通販カタログにおけるグリーン購入法の適合品

の表示マークを参考情報として盛り込むことを検討する。 
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【参照した情報】 

・グリーン購入の調達者の手引き（令和７年２月版） 

・函館市 グリーン購入推進ガイドライン
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＜環境配慮契約の事例＞ 

取組段階・内容  帯広市の取組は「契約方針策定」に該当します。 

契
約
方
針
策
定 

   

既存の契約の種類、仕様、体制、手順の調査 

↓ 

・契約の種類の特定 

・契約の仕様の設定 

・運用体制の構築 

・運用手順の設定 

↓ 

契約方針の策定 

実
施  

 

 

 

 

実
績
把
握
・ 

改
善
検
討 

 

 

 

 

 

 

２．３．環境配慮契約契約方針の策定手順書の作成 

 

帯広市では、令和６年３月に帯広市ゼロカーボン推進計画を策定し、令和７年度は「帯広市エコオフ

ィスプラン（地方公共団体実行計画（事務事業編））」の改定作業を行っている。事務事業編の改定では、

市有施設への再エネ導入による CO₂削減目標量を盛り込む予定であり、今後、再生可能エネルギー由来

の電力供給に向けて、環境配慮契約方針を策定するための手順書の作成について希望がありました。 

そこで、契約方針を策定するための検討事項を整理した手順書の作成を検討しました。 

 

 

 

 

 

 

 

取組実績を把握 

 

入札を実施・契約 

 

環境配慮契約に 

手順書等の作成

手順書等の作成 

 

 

活動を見直す 

 

現状を把握 

契約方針を策定 

 

契約方針の策定 

定

 

実施体制を構築

実施体制を構築
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（１）現在の電力契約の種類 

確認事項１ 現在の電力契約の内容はどのようなものか。 

  

現状把握１ ・電力契約は施設ごとに担当課が行っており、随意契約である。 

  

契約方針策

定手順書作

成に向けた

対応１ 

・施設別に契約電力量、契約事業者等の現在の契約内容を把握し、部署の枠組を超え

て入札のグループ分けを検討することを明記する。 

 

【電力契約内容を把握する目的】 

地方公共団体が積極的に環境配慮契約を実施していることを示す上で、使用電力量

の多い施設が対象に含まれていることが重要です。また、グルーピングを検討するこ

とによって、競争入札の実施におけるスケールメリットの効果（コスト削減等）を生

み出すことができます。 

 

 

（２）現在の実施体制 

確認事項２ 環境配慮契約はどのような位置付けか。 

  

現状把握２ ・改定中の「帯広市エコオフィスプラン（地方公共団体実行計画（事務事業編））」に

て市有施設への再エネ導入を明記する予定。 

 

  

契約方針策

定手順書作

成に向けた

対応２ 

・既に環境配慮契約を実施している地方公共団体の方針を参考に、契約方針策定に向

けて、必要な検討事項、手順を示した資料とする。 

 

 

（３）現在の評価項目 

確認事項３ 環境評価項目をどのように設定するか。また、現在の入札参加資格のある事業者でも

対応が可能か。 

  

現状把握３ ・環境配慮契約法に基づく国の基本方針をもとに評価することを検討するが、他団体

の事例を広く調査し、検討したい。 

・これまでの電力契約には環境面の配慮事項を設けていないため調査が必要である。 

  

契約方針策

定手順書作

・環境評価項目と基準は環境配慮契約法に基づく国の基本方針と、他団体の事例を

もとに手順書に幾つかの案を明記する。 
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成に向けた

対応３ 

・方針の策定に向けて、環境要件を満たす事業者を把握することを目的に小売電気

事業者等にアンケート調査を実施することを提案する。 

 

 

 

（４）環境配慮契約方針の策定事例の調査 

環境配慮契

約方針の策

定手順の事

例調査４ 

・環境配慮契約方針の策定手順書の作成にあたり、グリーン購入及び環境配慮契約 地

方公共団体担当者実務研修会（環境省）の「環境配慮契約の取り組みガイダンス」の資

料に加えて、これまでの環境配慮契約方針策定の支援事例を活用し、契約方針策定の

手順、契約方針の位置付け方、環境評価項目の配点方法等の設定事例の調査を行っ

た。 

 

契約方針策定に必要な手順として、資料には、以下の 5点を中心に盛り込むこととした。 

 

①現状把握・・・各施設の契約内容、電力小売の入札事業者の有無 

②方針内容の検討・・・契約種類、運用体制（仕様書の作成、電力小売事業者の評価、

評価結果の通知等）、入札手順及び事務マニュアルの策定 

③シミュレーション・・・入札事業者の評価（評価基準に照らした試行）、各施設の契約内

容を踏まえたグルーピングの検討 

④事業者ヒアリング・・・入札参加資格を持つ電力小売事業者への評価基準（案）やグル

ーピング（案）に関するヒアリング 

⑤他団体の事例収集・庁内協議・・・既に環境配慮契約に取り組む自治体の事例の収

集、契約担当課等との協議 

 

 

【参照した情報】 

・国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方

針（環境配慮契約法に基づく国の基本方針） 

・「環境配慮契約の取り組みガイダンス」グリーン購入及び環境配慮契約 地方公共団体担当者実務研修

会（環境省） 

・つくば市電力の調達に係る環境配慮契約方針 

・豊中市電力の調達に関する環境配慮方針 

・吹田市電力の調達に係る環境配慮方針 

・神戸市電力の調達に係る環境配慮方針 

・新居浜市 環境配慮契約方針（電気供給） 策定のための手引書 


